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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第101期

第３四半期連結
累計期間

第102期
第３四半期連結

累計期間
第101期

会計期間

自平成25年
 ４月１日
至平成25年
 12月31日

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 12月31日

自平成25年
 ４月１日
至平成26年
 ３月31日

売上高 （百万円） 404,751 396,506 568,569

経常利益 （百万円） 6,651 6,703 9,621

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,674 1,602 4,768

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,319 3,132 6,451

純資産額 （百万円） 81,030 82,833 80,848

総資産額 （百万円） 236,454 235,051 234,372

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 108.40 47.48 140.68

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 29.6 30.7 30.0

 

回次
第101期

第３四半期連結
会計期間

第102期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 51.17 △14.28

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　仙台コカ・コーラボトリング株式会社（以下、「仙台コカ・コーラボトリング」といいます。）及びコカ・コーラ

イーストジャパン株式会社（以下、「コカ・コーライーストジャパン」といいます。）は、平成26年12月16日開催の

両社の取締役会において、コカ・コーライーストジャパンを株式交換完全親会社とし、仙台コカ・コーラボトリング

を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日、両社の間

で株式交換契約を締結いたしました。

　本株式交換は、仙台コカ・コーラボトリングについては、株主総会による承認を受けたうえで、コカ・コーライー

ストジャパンについては、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより、コカ・コーライース

トジャパンの株主総会による承認を受けずに、平成27年４月１日を効力発生日として行われる予定です。

　本株式交換の詳細については、「第４　経理の状況　注記事項　追加情報」に記載しております。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、緩やかに回復しているものの、米国の金融政策の影響、欧州や

中国の先行き、原油価格下落の影響などに留意が必要な状況となっております。

　国内経済は、政府による景気対策の効果により、企業収益や雇用情勢の改善がみられるなど、緩やかな回復基調

が続いておりますが、消費税率引上げ後の個人消費の停滞、円安進行による原材料価格上昇の影響や海外景気の下

振れなどが国内景気を下押しするリスクとなっております。

　このような環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、お客様の多様なニーズに的

確にお応えするため、新商材、新事業開発に積極的に取り組むとともに、各種商材の複合営業を強力に推進しまし

た。また、グループの総合力向上と経営基盤の強化を図るため、Ｍ＆Ａによる事業領域の拡大と新規顧客獲得に積

極的に取り組みました。さらに、組織改革や財務改革を推進するとともに、基幹システムの刷新などにより経営の

効率化に努めました。

　以上の結果、売上高は石油製品需要の減少などにより3,965億６百万円（前年同期比2.0％減）、営業利益は利益

率の改善に努めたことにより64億円（前年同期比13.7％増）、経常利益は67億３百万円（前年同期比0.8％増）と

なりました。また、連結子会社である仙台コカ・コーラボトリング株式会社によるコカ・コーライーストジャパン

株式会社との間の株式交換契約の締結に伴い、繰延税金負債（法人税等調整額）を計上した結果、四半期純利益は

16億２百万円（前年同期比56.4％減）となりました。

　セグメントの業績は、以下のとおりであります。

 

①エネルギー事業

　当事業部門における石油関係につきましては、原油価格の下落による石油製品価格の低下や石油製品需要の減少

などにより販売競争が一段と激化するなか、積極的な新規・深耕開拓や新商材の開発に努めました。また、太陽光

関連商材などの提案営業と各種取扱商材の複合営業を強力に推進しました。

　サービス・ステーション（ガソリンスタンド）関係につきましては、お客様のニーズにお応えするため、タイ

ヤ、車検、コーティング洗車及びメンテナンス商材など、トータル的なサービス提供の充実を図るとともに、店舗

のリニューアルにより競争力の強化に努めました。

　ＬＰガス関係につきましては、新規顧客獲得とＭ＆Ａによる商権獲得を推進するとともに、環境商材であるＧＨ

Ｐ（ガス空調機）、家庭用燃料電池（エネファーム）、ハイブリッド給湯器などの販売強化により、ＬＰガスの需

要拡大を図りました。

　以上の結果、売上高は2,067億17百万円（前年同期比3.9％減）、営業利益は40億２百万円（前年同期比21.1％

増）となりました。
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②食料事業

　当事業部門における食品関係につきましては、農産品の主食米は市場価格の下落や需要が減少するなか、新規・

深耕開拓を強力に推進したことにより順調に推移しました。水産品は、食品加工会社への積極的な新規開拓により

好調に推移しました。畜産品は、量販店向け加工製品の拡充と提案営業の強化により好調に推移しました。

　酒類関係につきましては、個人向け販売キャンペーンの展開などによりワインは堅調であったものの、酒類全体

としては低調に推移しました。

　清涼飲料につきましては、消費者の低価格志向が続くなか、スーパーマーケットなどへの販売促進キャンペーン

の展開強化や、ウォーターサーバーの設置拡大などの取り組みにより堅調に推移しました。

　以上の結果、売上高は687億98百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益は３億２百万円（前年同期比418.0％

増）となりました。

 

③住宅関連事業

　当事業部門におけるハウジング関係につきましては、ハウスメーカーや工務店への提案営業やリフォームキャン

ペーンの展開に努めたものの、消費税率引上げに伴う需要減少の影響などにより厳しい状況となりました。

　建設資材関係につきましては、鉄骨工事、外装工事などの複合営業を推進するとともに、大型物件の受注強化を

図りました。また、鋼材、セメントなどの基礎資機材や土木資材、メガソーラー架台などの受注拡大を図ったこと

により好調に推移しました。

　以上の結果、売上高は240億62百万円（前年同期比5.4％増）、営業利益は９億84百万円（前年同期比13.3％増）

となりました。

 

④自動車関連事業

　当事業部門における国産新車販売につきましては、新型車の販売キャンペーンの開催など販売強化に努めました

が、消費税率引上げに伴う需要の減少などにより低調に推移しました。また、国産中古車販売は、購入しやすい価

格帯の車両の確保に努めましたが厳しい状況となりました。

　輸入新車販売につきましては、ジャガー、ランドローバーは販売エリアの拡大により好調であったものの、全体

的には低調に推移しました。また、輸入中古車販売は、展示販売キャンペーンの開催などにより堅調に推移しまし

た。

　レンタカー関係につきましては、顧客獲得競争が激化するなか、お客様のニーズに合った車両の充実を図り、法

人客の新規開拓や個人会員の獲得に努めたことにより堅調に推移しました。

　以上の結果、売上高は334億85百万円（前年同期比8.8％減）、営業利益は12億５百万円（前年同期比25.5％減）

となりました。

 

⑤海外・貿易事業

　当事業部門における輸出関係につきましては、アジア向けタイヤ及び産業用部材の電装部品は順調に推移し、ベ

アリングは前年を下回りました。

　輸入関係につきましては、ロシア産の水産物は鮭鱒が伸長したものの、カニの漁獲規制の影響などにより前年並

みとなりました。また、ビールなどの酒類は、取り扱いブランドの拡充や、新規・深耕開拓に努めたことにより好

調に推移しました。

　米国内で展開する日系スーパーマーケットにつきましては、惣菜などの中食コーナーの充実や生鮮品の品揃え強

化及び少量パック化など、お客様目線に立った利便性向上に努めるとともに、東北復興応援フェアの開催などによ

り順調に推移しました。

　以上の結果、売上高は343億75百万円（前年同期比2.6％増）、営業利益は６億79百万円（前年同期比69.7％増）

となりました。

 

⑥ペット関連事業

　当事業部門におけるペットフード・用品関係につきましては、飼育頭数の減少などによりマーケットの縮小傾向

が進むなか、自社ブランド商品の開発強化と販路拡大を図りました。

　園芸用品関係につきましては、ホームセンターなどへの自社ブランド除草剤の販売強化と新規・深耕開拓を推進

したことにより好調に推移しました。

　以上の結果、売上高は113億６百万円（前年同期比1.5％減）、営業利益は26百万円（前年同期比38.8％増）とな

りました。
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⑦ファーマシー事業

　当事業部門につきましては、新規出店やＭ＆Ａの推進による店舗網の拡充を図るとともに、在宅医療の取り組み

などにより取り扱い処方箋枚数が伸長したほか、介護事業を強化したことにより好調に推移しました。

　以上の結果、売上高は105億74百万円（前年同期比12.8％増）、営業利益は１億81百万円（前年同期は66百万円

の営業損失）となりました。

 

⑧その他の事業

　その他の事業における人材派遣事業につきましては、一般派遣事業や請負・業務委託事業の需要が減少したこと

により厳しい状況となりました。また、オフィス向け商材につきましては、販売競争が激化するなか、新規・深耕

開拓を強化したことにより堅調に推移しました。

　以上の結果、売上高は71億85百万円（前年同期比2.6％減）、営業利益は６億47百万円（前年同期比4.8％増）と

なりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 87,281,000

計 87,281,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,591,969 37,591,969
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 37,591,969 37,591,969 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 

平成26年10月１日～

平成26年12月31日

 

－ 37,591 － 8,132 － 7,266

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 3,990,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　33,584,500 335,845 －

単元未満株式 普通株式　　　17,269 －
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 37,591,969 － －

総株主の議決権 － 335,845 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数130個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

カメイ株式会社
仙台市青葉区国分町三丁

目１番18号
3,990,200 － 3,990,200 10.61

計 － 3,990,200 － 3,990,200 10.61

　（注）当第３四半期会計期間末の自己株式数は3,990,401株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,635 19,146

受取手形及び売掛金 69,661 ※２ 68,517

商品及び製品 18,637 19,200

仕掛品 3,532 4,765

原材料及び貯蔵品 1,140 1,298

その他 8,392 9,984

貸倒引当金 △133 △133

流動資産合計 120,866 122,779

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 63,084 62,864

減価償却累計額 △40,698 △41,314

建物及び構築物（純額） 22,386 21,550

土地 35,014 34,945

その他 61,918 65,330

減価償却累計額 △40,350 △43,495

その他（純額） 21,568 21,834

有形固定資産合計 78,969 78,331

無形固定資産   

のれん 4,092 3,285

その他 8,245 6,535

無形固定資産合計 12,337 9,820

投資その他の資産   

投資有価証券 13,972 15,496

その他 9,531 9,934

貸倒引当金 △1,305 △1,311

投資その他の資産合計 22,198 24,120

固定資産合計 113,505 112,272

資産合計 234,372 235,051
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 50,837 ※２ 48,259

短期借入金 40,339 39,899

未払法人税等 2,407 836

賞与引当金 1,409 942

役員賞与引当金 4 6

災害損失引当金 232 232

その他 21,217 23,753

流動負債合計 116,448 113,929

固定負債   

長期借入金 14,826 14,627

役員退職慰労引当金 58 59

退職給付に係る負債 5,196 5,443

資産除去債務 893 896

その他 16,100 17,261

固定負債合計 37,075 38,288

負債合計 153,523 152,218

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,132 8,132

資本剰余金 7,266 7,266

利益剰余金 56,375 57,240

自己株式 △4,007 △4,226

株主資本合計 67,767 68,413

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,716 2,471

繰延ヘッジ損益 △2 △27

土地再評価差額金 137 134

為替換算調整勘定 1,453 1,705

退職給付に係る調整累計額 △731 △644

その他の包括利益累計額合計 2,573 3,639

少数株主持分 10,507 10,780

純資産合計 80,848 82,833

負債純資産合計 234,372 235,051
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 404,751 396,506

売上原価 347,182 336,650

売上総利益 57,569 59,855

割賦販売未実現利益戻入額 2,627 2,887

割賦販売未実現利益繰入額 2,726 2,979

差引売上総利益 57,469 59,764

販売費及び一般管理費 51,842 53,363

営業利益 5,627 6,400

営業外収益   

受取利息 45 49

受取配当金 198 218

仕入割引 163 167

持分法による投資利益 215 243

その他 1,083 1,304

営業外収益合計 1,706 1,984

営業外費用   

支払利息 465 447

デリバティブ決済損 － 662

その他 216 571

営業外費用合計 682 1,681

経常利益 6,651 6,703

特別利益   

固定資産売却益 191 113

損害賠償受入額 473 417

その他 149 0

特別利益合計 814 530

特別損失   

固定資産売却損 38 2

固定資産除却損 43 115

減損損失 315 45

その他 10 11

特別損失合計 407 175

税金等調整前四半期純利益 7,057 7,059

法人税、住民税及び事業税 2,649 2,452

法人税等調整額 465 2,673

法人税等合計 3,115 5,125

少数株主損益調整前四半期純利益 3,942 1,933

少数株主利益 267 331

四半期純利益 3,674 1,602
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,942 1,933

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 757 820

繰延ヘッジ損益 △4 △24

為替換算調整勘定 593 248

退職給付に係る調整額 － 143

持分法適用会社に対する持分相当額 31 10

その他の包括利益合計 1,377 1,198

四半期包括利益 5,319 3,132

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,957 2,671

少数株主に係る四半期包括利益 361 460
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が４億９百万円、繰延税金資産が24百万円

それぞれ増加し、利益剰余金が３億85百万円減少しております。なお、これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。
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（追加情報）

連結子会社の株式交換

 

　当社及び当社の連結子会社である仙台コカ・コーラボトリング株式会社（以下、「仙台コカ・コーラボトリン

グ」といいます。）は、平成26年12月16日開催の両社の取締役会において、コカ・コーライーストジャパン株式

会社（以下、「コカ・コーライーストジャパン」といいます。）との間で、コカ・コーライーストジャパンを株

式交換完全親会社とし、仙台コカ・コーラボトリングを株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交

換」といいます。）を行うことを決議し、同日、仙台コカ・コーラボトリング及びコカ・コーライーストジャパ

ンの間で株式交換契約（以下、「本株式交換契約」といいます。）を締結いたしました。

　なお、本株式交換は、仙台コカ・コーラボトリングについては、株主総会の承認を受けたうえで、平成27年４

月１日を効力発生日として行われる予定です。

　これにより、仙台コカ・コーラボトリングは、コカ・コーライーストジャパンの完全子会社となるとともに、

当社の子会社に該当しないこととなる予定であります。

 

(1) 本株式交換の目的

　仙台コカ・コーラボトリングが単独で事業展開を行うよりも、国内最大のボトラーであるコカ・コーライー

ストジャパンとの間で事業統合を行うことで規模を拡大し、事業の効率化を図ることが同社が展開する地域の

更なる発展に貢献し、同社の総合的企業価値向上に資すると考えるに至り、同社とコカ・コーライーストジャ

パンとの間で合意した内容により本株式交換を実施し、当社はコカ・コーライーストジャパンの一株主として

新たな関係を築いていくことが最善であると判断いたしました。

 

(2) 本株式交換の要旨

①本株式交換の日程

取締役会決議日（両社） 平成26年12月16日

契約締結日（両社） 平成26年12月16日

株主総会決議日（仙台コカ・コーラボトリング） 平成27年１月23日

本株式交換の予定日（効力発生日） 平成27年４月１日（予定）

 

②本株式交換の方式

　コカ・コーライーストジャパンを株式交換完全親会社、仙台コカ・コーラボトリングを株式交換完全子会社

とする株式交換となります。

 

③本株式交換に係る割当ての内容

 
コカ・コーライーストジャパン

（株式交換完全親会社）

仙台コカ・コーラボトリング

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当ての内容 1 2.563

本株式交換により交付する株式数 コカ・コーライーストジャパン普通株式：5,781,166株（予定）

（注）当社は仙台コカ・コーラボトリングの議決権の58.3％を所有しております。
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(3) 本株式交換の当事会社の概要（平成26年12月31日現在）

 株式交換完全親会社 株式交換完全子会社

①名称 コカ・コーライーストジャパン株式会社 仙台コカ・コーラボトリング株式会社

②所在地 東京都港区赤坂六丁目１番20号
宮城県仙台市青葉区一番町二丁目７番12

号

③代表者の役職・氏名 代表取締役社長　カリン・ドラガン 代表取締役社長　鈴木　恭

④事業内容 清涼飲料の製造及び販売 清涼飲料の製造及び販売

⑤資本金 6,499百万円 1,142百万円

⑥設立年月日

平成13年６月29日

（平成25年７月１日　コカ・コーライー

ストジャパン株式会社に商号変更）

昭和37年６月19日

 

(4) 仙台コカ・コーラボトリングの事業が含まれていた報告セグメント

　食料事業

 

(5) 今後の見通し

　仙台コカ・コーラボトリングの株式交換契約による影響は、本株式交換の効力発生が平成27年４月１日の予

定となりますので、現時点においては未定でありますが、当該契約に伴う単体及び連結損益を平成28年３月期

第１四半期に計上することになります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

(1) 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

能代第一急便㈱ 51百万円 43百万円

三興美比斯（北京）商貿有限公司 82百万円 58百万円

 （5,000千人民元） （3,000千人民元）

　計 134百万円 101百万円

 

(2) 連結会社以外の会社の取引上の債務に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

Kamei Singapore Pte.Ltd. 396百万円 241百万円

 （3,813千米ドル） （1,982千米ドル）

Very Well International Ltd. 0百万円 0百万円

 （287千台湾ドル） （172千台湾ドル）

　計 397百万円 241百万円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 389百万円

支払手形 － 13
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 6,771百万円 7,598百万円

のれんの償却額 1,141 862

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 322 9.5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月７日

取締役会
普通株式 254 7.5 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 254 7.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月６日

取締役会
普通株式 252 7.50 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 
エネルギー

事業
食料事業

住宅関連事
業

自動車関連
事業

海外・貿易

事業

ペット関連

事業

売上高       

外部顧客への売上高 215,091 68,350 22,836 36,733 33,499 11,482

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,173 371 444 178 221 0

計 216,265 68,721 23,280 36,912 33,721 11,482

セグメント利益又は損失(△) 3,304 58 868 1,618 400 18

 

      

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
ファーマ
シー事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 9,377 397,371 7,380 404,751 － 404,751

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 2,389 4,862 7,252 △7,252 －

計 9,377 399,760 12,243 412,004 △7,252 404,751

セグメント利益又は損失(△) △66 6,202 618 6,820 △1,193 5,627

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報機器の販売、運送業、

不動産賃貸業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,193百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,173百万

円及び固定資産に係る調整額△19百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

 
エネルギー

事業
食料事業

住宅関連事
業

自動車関連
事業

海外・貿易

事業

ペット関連

事業

売上高       

外部顧客への売上高 206,717 68,798 24,062 33,485 34,375 11,306

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,300 458 115 237 232 0

計 208,017 69,256 24,178 33,722 34,608 11,306

セグメント利益 4,002 302 984 1,205 679 26

 

      

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
ファーマ
シー事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 10,574 389,320 7,185 396,506 － 396,506

セグメント間の内部売上高

又は振替高
32 2,376 4,686 7,063 △7,063 －

計 10,607 391,697 11,872 403,569 △7,063 396,506

セグメント利益 181 7,381 647 8,029 △1,628 6,400

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報機器の販売、運送業、

不動産賃貸業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,628百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,634百万

円及び固定資産に係る調整額５百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 108円40銭 47円48銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 3,674 1,602

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,674 1,602

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,900 33,749

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　平成26年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………252百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………７円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月５日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月４日

カメイ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷藤　雅俊　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田村　　剛　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 今江　光彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカメイ株式会

社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１０月１

日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カメイ株式会社及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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